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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成23年9月22日(2011.9.22)

【公開番号】特開2009-79073(P2009-79073A)
【公開日】平成21年4月16日(2009.4.16)
【年通号数】公開・登録公報2009-015
【出願番号】特願2007-247230(P2007-247230)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  59/46     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   5/24     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  63/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   7/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ  59/46    　　　　
   Ｃ０８Ｊ   5/24    ＣＦＣ　
   Ｃ０８Ｌ  63/00    　　　Ｚ
   Ｃ０８Ｋ   7/02    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成22年9月7日(2010.9.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２】
　前記ポリアミド樹脂（ＩＩ）が、重合脂肪酸類から誘導されるポリアミド類、及び／又
は、下記式（４）で示される、前記ポリアミド類と、ポリエーテル類、ポリエステル類、
ポリエーテルエステル類からなる群から選択される１つ以上との共重合等により得られる
ポリアミドエラストマー類である、請求項１に記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組
成物。

【化４】

（式（４）中、ａは１～１０、ｂは１～１０、ｃは１～２０で、いずれも整数である。ま
た、ＰＡは下記式（５）であり、ＰＥは下記式（８）である。）
【化５】

（式（５）中、ｄは０～２、ｅは０～２、ｆは１～１０で、いずれも整数である。ただし
、ｄ及びｅが同時に０になることはない。また、αは２～４０の整数である。また、ＰＡ
１及びＰＡ２はそれぞれ独立に、下記式（６）及び／又は下記式（７）である。）
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【化６】

【化７】

（式（６）及び式（７）中、βは２～４０、γは２～４０で、いずれも整数である。また
、Ｒ７、Ｒ８はそれぞれ独立に水素原子又はメチル基である。）

【化８】

（式（８）中、ｇは３～２０、ｈは１～１０で、いずれも整数である。また、θは２～８
、φは２～４０で、いずれも整数である。）
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　また、本発明の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物は、前記ポリアミド樹脂（ＩＩ
）が、重合脂肪酸類から誘導されるポリアミド類、及び／又は、下記式（４）で示される
、前記
ポリアミド類と、ポリエーテル類、ポリエステル類、ポリエーテルエステル類からなる群
から選択される１つ以上との共重合等により得られるポリアミドエラストマー類であるの
が好ましい。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　重合脂肪酸から誘導されたポリアミド樹脂類としては、例えば、富士化成工業社製ＰＡ
シリーズ（ＰＡ－１００、ＰＡ－１００Ａ、ＰＡ－１０２Ａ、ＰＡ－１０５Ａ、ＰＡ－１
００Ａ）が挙げられる。
　また、ポリアミド樹脂（ＩＩ）としては、下記式（４）で示されるポリエーテルエステ
ルアミド（ポリエーテルエステルアミドブロック共重合体）が好ましい。該ポリエーテル
エステルアミドは、ポリアミド成分と、ポリオキシアルキレングリコール及びジカルボン
酸からなるポリエーテルエステル成分との反応で得られ、分子鎖中にアミド結合とエーテ
ル結合とエステル結合とを有する重合体であり、エポキシ樹脂に高い相溶性を示す。その
ため、エポキシ樹脂（Ｉ）と微細な海島構造を形成でき、その結果、優れた力学的特性を
維持したまま耐衝撃性を向上させる効果が大きい。
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【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　１８０℃で硬化反応が行えるジアミノジフェニルメタン等の硬化剤は、該硬化過程にお
いてポリアミド樹脂が相分離を起こすおそれがあるため好ましくない。また、１００℃以
下で硬化反応が行えるアミノ化合物やイミダゾール類では、ポリアミド樹脂末端とエポキ
シ樹脂中の官能基との結合形成が充分に進行しないおそれがあるため好ましくない。ただ
し、これらの硬化剤をマイクロカプセル化したものを、プリプレグの保存安定性を高める
ために用いることは構わない。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６０】
　ポリアミド樹脂（ＩＩ）
　ＴＰＡＥ３２：ポリエーテルエステルアミド共重合体（富士化成工業（株）製）
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６２】
　硬化促進剤
　ＤＣＭＵ：３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－ジメチル尿素（製品名：ＤＣ
ＭＵ９９、保土谷化学社製）
　熱可塑性樹脂
　ＰＶＦ：ポリビニルフォルマール（製品名：ビニレックＥ、チッソ（株）製）
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６７】
［実施例１］
　表１に示す組成で樹脂組成物を調製した。
　ＡＥＲ４１５２（５０ｇ）、ｊＥＲ８２８（１００ｇ）、ｊＥＲ１００１（５０ｇ）、
及びＴＰＡＥ３２（５．６ｇ）をフラスコに順次投入後、１８０℃に調温したフラスコで
均一になるまで溶解した。その後、５０℃～６０℃に冷却した後、ＤＩＣＹ（１０．８ｇ
）とＤＣＭＵ（７．２ｇ）とを投入し、均一になるまで撹拌混合して樹脂組成物を得た。
ついで、フラスコ内部を減圧ポンプで減圧することにより樹脂組成物中の空気を脱泡して
から、シリコン系の離型剤を用いて離型処理した２枚のガラス板間に挟み、１３０℃で、
１．５時間加熱することで樹脂組成物を硬化させ、硬化樹脂物である硬化樹脂板を得た。
ただし、樹脂組成物を挟み込む際に、スペーサーを入れることで、厚さ２ｍｍと厚さ３ｍ
ｍの硬化樹脂板を得た。
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